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○盛岡市重度障害者等入院時コミュニケーション支援事業実施要綱 

平成26年３月28日告示第134号 

盛岡市重度障害者等入院時コミュニケーション支援事業実施要綱 

（目的） 

第１ この告示は，重度の障害により意思表示が困難である障害者又は障害児（以下「障害者等」

という。）であって病院又は診療所に入院するものに対して支援員又は特例支援員を派遣するこ

とにより，障害者等と医療従事者とのコミュニケーションの円滑化を図り，もって障害者等の福

祉の増進及び地域生活の向上に資することを目的とする。 

（定義） 

第２ この告示における用語の意義は，障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための

法律（平成17年法律第123号。以下「法」という。）第４条及び第５条に定めるところによる。 

（対象者） 

第３ この告示による重度障害者等入院時コミュニケーション支援を受けることができる者は，次

の各号のいずれにも該当する障害者等とする。 

(１) 障害支援区分が６の者及びこれに準ずる者として市長が認めた者 

(２) 重度訪問介護又は行動援護を要する者 

(３) 意思表示が困難であることにより医療従事者とのコミュニケーションに対する支援を必要

とする者（福祉用具の使用等によりコミュニケーションを図ることができる者を除く。） 

(４) 病院又は診療所（原則として市の区域内に所在するものに限る。以下同じ。）に入院して

いる者であって，重度障害者等入院時コミュニケーション支援を受けることについて当該病院

又は診療所から承諾を受けているもの 

(５) 単身者又はその介護を行う者がいない者 

（内容） 

第４ 重度障害者等入院時コミュニケーション支援の内容は，病院又は診療所に入院する障害者等

と医療従事者とのコミュニケーションの仲介及びこれに伴う見守りとし，支援員及び第５第２項

に規定する特例支援員は，これらの支援以外の支援を行ってはならない。 

（支援員） 

第５ 重度障害者等入院時コミュニケーション支援を提供する支援員は，次に掲げる事業所又は施

設（原則として市の区域内に所在するものに限る。以下「支援事業者」という。）の従業者とす

る。 

(１) 法第29条第１項に規定する指定障害福祉サービス（療養介護を除く。）の事業を行う事業

所 

(２) 法第29条第１項に規定する指定障害者支援施設 

(３) 児童福祉法（昭和22年法律第164号）第21条の５の３第１項に規定する指定通所支援の事業



2/6  

を行う事業所 

(４) 児童福祉法第24条の２第１項に規定する指定障害児入所施設 

２ 前項の規定にかかわらず，市長は，前項の従業者で障害者等の支援を行うことができる適当な

ものがいない場合は，特例として，日常的に当該障害者等の援助に関わり，かつ，当該障害者等

の障害の特性についての知識を有する者（当該障害者等の親族及び当該障害者等が入院する病院

又は診療所の医療従事者を除く。）を特例支援員とすることができる。 

（給付費の支給） 

第６ 市長は，障害者等が重度障害者等入院時コミュニケーション支援を受けたときは，重度障害

者等入院時コミュニケーション支援給付費（以下「給付費」という。）を支給する。 

（支給額） 

第７ 給付費の支給の額は，別表に定める利用料の額の100分の90に相当する額とする。 

２ 前項の規定にかかわらず，次の各号に掲げる障害者等（障害児にあっては，保護者。以下同じ。）

の１月の利用料の額から同項の給付費の支給の額を控除した額が当該各号に定める額を超えると

きは，当該利用料の額から当該各号に定める額を控除した額を支給する。 

(１) 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行令（平成18年政令第10

号。以下「令」という。）第17条第１項第１号に該当する障害者等 37,200円 

(２) 令第17条第１項第２号に該当する障害者等 9,300円 

(３) 令第17条第１項第３号に該当する障害者等 4,600円 

(４) 令第17条第１項第４号に該当する障害者等 ０円 

３ 市長は，災害その他特別の事情があることにより，障害者等がサービスに要する費用を負担す

ることが困難であると認めたときは，利用料の額の100分の90を超え100分の100以下の範囲内にお

いて市長が定めた割合に相当する額を支給することがある。 

４ 前３項の規定により算定した額に１円未満の端数があるときは，これを切り捨てるものとする。 

（支給期間及び支給量） 

第８ 障害者等が給付費の支給を受けることができる期間（以下「支給期間」という。）は，病院

又は診療所への入院１回につき当該入院をした日から起算して30日間以内で市長が定める期間と

する。 

２ 給付費は，30分を単位として支給するものとし，障害者等が給付費の支給を受けることができ

る時間数（以下「支給量」という。）は，４月１日から翌年の３月31日までの期間につき120時間

以内とする。 

（支給方法） 

第９ 給付費の支給は，第７の規定により算定した額を支援事業者又は特例支援員に支払うことに

より行うこととする。 

（支給の申込み等） 
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第10 給付費の支給を受けようとする障害者等は，盛岡市重度障害者等入院時コミュニケーション

支援給付費支給申込書兼月額上限負担額減額申込書に支援事業者又は特例支援員の承諾書及び入

院する病院又は診療所の承諾書を添えて市長に提出しなければならない。 

２ 市長は，前項の申込みがあったときは，その内容を審査し，給付費の支給を適当と認めたとき

は盛岡市重度障害者等入院時コミュニケーション支援給付費支給承認通知書兼利用者負担額減

額・免除等承認通知書により，不適当と認めたときは盛岡市重度障害者等入院時コミュニケーシ

ョン支援給付費支給不承認通知書により，当該申込みをした者に通知するものとする。 

３ 市長は，前項の規定による支給承認をするときは，次に掲げる事項その他必要な事項を定めて

同項の通知書に記載するものとする。 

(１) 支給期間 

(２) 支給量 

(３) 利用場所（重度障害者等入院時コミュニケーション支援を受ける病院又は診療所の名称及

び所在地をいう。） 

(４) 支援事業者又は特例支援員 

４ 第２項の規定により支給承認を受けた障害者等（以下「受給者」という。）は，重度障害者等

入院時コミュニケーション支援を受けようとするときは，支援事業者又は特例支援員に盛岡市重

度障害者等入院時コミュニケーション支援給付費支給承認通知書兼利用者負担額減額・免除等承

認通知書を提示し，利用契約を締結しなければならない。 

（支給期間等の変更） 

第11 受給者は，現に受けている第10第２項の規定による支給承認に係る第10第３項に規定する事

項を変更しようとするときは，盛岡市重度障害者等入院時コミュニケーション支援給付費支給変

更申込書を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は，前項の申込みがあったときは，その内容を審査し，給付費の支給の変更を適当と認め

たときは盛岡市重度障害者等入院時コミュニケーション支援給付費支給変更承認通知書により，

不適当と認めたときは盛岡市重度障害者等入院時コミュニケーション支援給付費支給変更不承認

通知書により，当該申込みをした者に通知するものとする。 

（支給承認等の取消し） 

第12 市長は，受給者が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは，第10第２項の規定による

支給承認又は第11第２項の規定による支給変更承認を取り消すことがある。 

(１) 第３に規定する要件を満たさなくなったとき。 

(２) 偽りその他不正の行為により第10第２項の規定による支給承認又は第11第２項の規定によ

る支給変更承認を受けたとき。 

２ 市長は，前項の規定による取消しを行うときは，盛岡市重度障害者等入院時コミュニケーショ

ン支援給付費支給承認等取消通知書により受給者に通知するものとする。 
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（利用料の支払い） 

第13 受給者は，重度障害者等入院時コミュニケーション支援を受けたときは，別表に定める利用

料の額から第７の規定により算定した額を控除した額を利用契約を締結した支援事業者又は特例

支援員に支払わなければならない。 

（不正利得の返還） 

第14 市長は，偽りその他不正の行為により給付費の支給を受けた者に対し，当該支給をした金額

の全部又は一部を返還させることがある。 

（帳簿等の保存） 

第15 支援事業者又は特例支援員は，給付費の受領に係る帳簿及び関係書類を５年間保存するもの

とする。 

（報告等） 

第16 市長は，重度障害者等入院時コミュニケーション支援事業の実施のために必要と認めたとき

は，受給者，支援事業者又は特例支援員に対して事業の実施に係る報告又は書類，記録その他の

資料の提出を求めることがある。 

制定文 抄 

平成26年４月１日から施行する。 

別表（第７，第13関係） 

  

 １日当たりの所要時間 利用料の額  

 30分未満の場合 800円  

 30分以上１時間未満の場合 1,500円  

 １時間以上１時間30分未満の場合 2,250円  

 １時間30分以上の場合 30分までごとに700円  

備考 利用料の額は，実際に要した時間により算定するのではなく，受給者の状況及び要望を踏

まえて重度障害者等入院時コミュニケーション支援の内容を記載した個別支援計画に基づいて

行われるべき重度障害者等入院時コミュニケーション支援に要する時間に基づき算定する。 



5/6  

○障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行令 

 

（指定障害福祉サービス等に係る負担上限月額） 

第十七条 法第二十九条第三項第二号に規定する当該支給決定障害者等の家計の負担能力その

他の事情をしん酌して政令で定める額（第四十三条の五第三項及び第五項において「負担上

限月額」という。）は、次の各号に掲げる支給決定障害者等の区分に応じ、当該各号に定める

額とする。 

一 次号から第四号までに掲げる者以外の者 三万七千二百円 

二 支給決定障害者等（共同生活援助に係る支給決定を受けた者及び自立訓練又は就労移行

支援に係る支給決定を受けた者（厚生労働大臣が定める者に限る。）を除く。以下この号及

び次号並びに第十九条第二号ロ及びハにおいて同じ。）であって、次に掲げる者に該当する

もの（第四号に掲げる者を除く。） 九千三百円 

イ 指定障害者支援施設等（法第三十四条第一項に規定する指定障害者支援施設等をいう。

以下同じ。）に入所する者（二十歳未満の者に限る。）及び療養介護に係る支給決定を受

けた者（二十歳未満の者に限る。）であって、当該支給決定障害者等及び当該支給決定障

害者等と同一の世帯に属する者について指定障害福祉サービス等（法第二十九条第一項

に規定する指定障害福祉サービス等をいう。以下同じ。）のあった月の属する年度（指定

障害福祉サービス等のあった月が四月から六月までの場合にあっては、前年度）分の地

方税法（昭和二十五年法律第二百二十六号）の規定による市町村民税（同法の規定によ

る特別区民税を含む。以下同じ。）の同法第二百九十二条第一項第二号に掲げる所得割（同

法第三百二十八条の規定によって課する所得割を除く。以下同じ。）の額（同法附則第五

条の四第六項その他の厚生労働省令で定める規定による控除をされるべき金額があると

きは、当該金額を加算した額とする。以下同じ。）を合算した額が二十八万円未満である

もの 

ロ 指定障害者支援施設等に入所する者及び療養介護に係る支給決定を受けた者以外の者

（法第十九条第一項の規定により同項に規定する支給決定を受けた障害者に限る。）であ

って、当該支給決定障害者等及び当該支給決定障害者等と同一の世帯に属するその配偶

者について指定障害福祉サービス等のあった月の属する年度（指定障害福祉サービス等

のあった月が四月から六月までの場合にあっては、前年度）分の地方税法の規定による

市町村民税の同法第二百九十二条第一項第二号に掲げる所得割の額を合算した額が十六

万円未満であるもの 

三 支給決定障害者等のうち、指定障害者支援施設等に入所する者及び療養介護に係る支給

決定を受けた者以外のもの（法第十九条第一項の規定により同項に規定する支給決定を受

けた障害児の保護者に限る。）であって、当該支給決定障害者等及び当該支給決定障害者等

と同一の世帯に属する者について指定障害福祉サービス等のあった月の属する年度（指定

障害福祉サービス等のあった月が四月から六月までの場合にあっては、前年度）分の地方

税法の規定による市町村民税の同法第二百九十二条第一項第二号に掲げる所得割の額を合

算した額が二十八万円未満であるもの（前号及び次号に掲げる者を除く。） 四千六百円 

四 支給決定障害者等及び当該支給決定障害者等と同一の世帯に属する者（支給決定障害者

等（法第十九条第一項の規定により同項に規定する支給決定を受けた障害者に限り、指定

障害者支援施設等に入所する者（二十歳未満の者に限る。）及び療養介護に係る支給決定を

受けた者（二十歳未満の者に限る。）を除く。以下「特定支給決定障害者」という。）にあ
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っては、その配偶者に限る。）が指定障害福祉サービス等のあった月の属する年度（指定障

害福祉サービス等のあった月が四月から六月までの場合にあっては、前年度）分の地方税

法の規定による市町村民税（同法第三百二十八条の規定によって課する所得割を除く。以

下この号、第十九条第二号ニ、第三十五条第三号、第四十二条の四第一項第二号及び第四

十三条の三第二号において同じ。）を課されない者（市町村の条例で定めるところにより当

該市町村民税を免除された者を含むものとし、当該市町村民税の賦課期日において同法の

施行地に住所を有しない者を除く。）である場合における当該支給決定障害者等又は支給決

定障害者等及び当該支給決定障害者等と同一の世帯に属する者が指定障害福祉サービス等

のあった月において被保護者（生活保護法（昭和二十五年法律第百四十四号）第六条第一

項に規定する被保護者をいう。以下同じ。）若しくは要保護者（同条第二項に規定する要保

護者をいう。以下同じ。）である者であって厚生労働省令で定めるものに該当する場合にお

ける当該支給決定障害者等 零 


